
  

様式第２号の１－①【⑴実務経験のある教員等による授業科目の配置】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の１

－②を用いること。 
 

学校名 東日本国際大学 
設置者名 学校法人昌平黌 

 

 

１．「実務経験のある教員等による授業科目」の数 

学部名 学科名 

夜間･

通信

制の

場合 

実務経験のある 

教員等による 

授業科目の単位数 

省令

で定

める

基準

単位

数 

配

置

困

難 
全学

共通

科目 

専門科目 合計 

経済経営 経済経営 
夜 ・

通信 
１０ 

２４ ３４ １３  

健康福祉 社会福祉 
夜 ・

通信 
１４ ３４ １３  

（備考） 

 

 

２．「実務経験のある教員等による授業科目」の一覧表の公表方法 
一覧表を各学部の以下のシラバス案内ページにおいて公開。 

経済経営学部 http://www.shk-ac.jp/department_economic_curriculum.html 

健康福祉学部 http://www.shk-ac.jp/department_welfare_curriculum.html 

（一覧 PDFの URL http://www.shk-ac.jp/PDFs/jitsumu.pdf ） 

オンラインシラバスシステム上でも 

https://sl.tonichi-kokusai-u.ac.jp/syllabus/search.aspx 

のワード検索欄に「実務経験のある教員」と入れることで検索可能。 

 

 

３．要件を満たすことが困難である学部等 
学部等名 無し 

（困難である理由） 

 

  

/department_economic_curriculum.html
/department_welfare_curriculum.html
/PDFs/jitsumu.pdf
https://sl.tonichi-kokusai-u.ac.jp/syllabus/search.aspx


  

様式第２号の２－①【⑵-①学外者である理事の複数配置】 
 
※ 国立大学法人・独立行政法人国立高等専門学校機構・公立大学法人・学校法人・準学校

法人は、この様式を用いること。これら以外の設置者は、様式第２号の２－②を用いる

こと。 
 

学校名 東日本国際大学 
設置者名 学校法人昌平黌 

 

 

１．理事（役員）名簿の公表方法 
学校法人昌平黌の法人組織のページ 

http://shk-ac.jp/shk/legal_entity.html にて公開 

 

 

２．学外者である理事の一覧表 

常勤・非常勤の別 前職又は現職 任期 
担当する職務内容 

や期待する役割 

非常勤 

 

株式会社代表取締役 H.31.2.27-

R.5.2.26 

地域連携担当 

非常勤 

 

株式会社代表取締役 H.31.2.27-

R.5.2.26 

産学連携担当 

非常勤 

 

一般社団法人事務局長 H.30.2.27-

R.4.2.26 

企画担当 

（備考） 

 

  

http://shk-ac.jp/shk/legal_entity.html


  

様式第２号の３【⑶厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表】 

 

学校名 東日本国際大学 

設置者名 学校法人昌平黌 

 

 

○厳格かつ適正な成績管理の実施及び公表の概要 

１．授業科目について、授業の方法及び内容、到達目標、成績評価の方法

や基準その他の事項を記載した授業計画書(シラバス)を作成し、公表し

ていること。 
（授業計画書の作成・公表に係る取組の概要） 

本学では、シラバス作成に関連する FD 研修会を開催した上で、翌年度のシラバスに

ついては、12月に作成依頼をし、その際に、オンラインシラバスの操作方法の手引き

や連絡文書以外に、2021年度は以下の文書を教員に配布し、内容・フォーマットにつ

いての統一をはかった。 

1. 1ページで改良のための手順（DPとの関係や授業評価アンケートの活かし方等）

を記した依頼文書 

2. 3ページのフォーマット（各項目に記入すべき内容とその考え方） 

3. 4ページの ICEモデルによるルーブリック導入のための説明書 

4. 3ページのチェックリスト（到達目標の記述の仕方や、評価との対応等） 

 1月の締め切り後、提出されたシラバスについて教務委員会でチェックし、問題点

がある点についてはコメントを付け返却、再提出を求め、2 月に修正を行うことで、

シラバスの質を確保している。 

 上記のシラバスについては、すべてオンラインで公表しており、科目名、担当教員

名、キーワードで検索し、学生及び教員に加え外部のステークホルダーも参照できる。 

授業計画書の公表方法 
以下のオンラインシラバスシステムによる 

https://sl.tonichi-kokusai-u.ac.jp/syllabus/search.aspx 

２．学修意欲の把握、試験やレポート、卒業論文などの適切な方法により、

学修成果を厳格かつ適正に評価して単位を与え、又は、履修を認定して

いること。 
（授業科目の学修成果の評価に係る取組の概要） 

本学では、学修成果を厳格かつ厳正に評価して単位授与を行うために、平成 30 年度

に、それまで各委員会等に分散したかたちで行われてきた評価（アセスメント）やア

ンケートについて整理、多様な観点から学位授与の方針に合致した評価を実施するた

めに必要な指針、またそれらの評価サイクルが適切に稼働しているかどうかを検証す

る体制の構築のための指針を定めたアセスメントポリシーを策定、運用している。 

各授業における具体的な評価 シラバス作成時の一連の依頼文書で示し、FD等も実施

している。具体的には、学期末試験の成績評価に対するパーセント目標を定めたうえ

で、どのように評価を組み合わせ、それぞれの評価において、学修目標のどの点を評

価するかをシラバスに明示するように依頼、確認している。また ICE モデルによるル

ーブリックの導入を進めている。さらに、卒業論文、ないし学部によりそれに相当す

る活動については、評価の観点をルーブリックとして定め、学生と共有している。 

異議申し立て制度 受講した学生による異議申し立て制度を設け、異議に対しても対

応できる成績評価を実施し、そのエビデンスを保管することを教員に求めている。 

学習ポートフォリオ 毎学期学生は自らの学修目標を教員と共に明確にし、期末に振

り返りを実施することで、学修計画とその実施状況を可視化・共有し、メタ認知能力

と共に学修意欲を育てている。 



  

３．成績評価において、ＧＰＡ等の客観的な指標を設定し、公表するとと

もに、成績の分布状況の把握をはじめ、適切に実施していること。 
（客観的な指標の設定・公表及び成績評価の適切な実施に係る取組の概要） 

 

〇本学における GPAの定義 

本学では、GPについて、下記の表のとおりに定めている。 

得点 100～90 点 ８９～８０点 ７９～７０点 ６９～６０点 ５９～０点 

成績 S A B C D 

GP ４ ３ ２ １ ０ 

GPAは、この表に基づき、「4×Sの取得単位数＋3×Aの取得単位数＋2×Bの取得単

位数＋1×Cの取得単位数＋0×Dの取得単位数／GPA対象科目履修登録単位数」により

算出される。この算出方法については学生便覧に掲載したうえで、年初のオリエンテ

ーション等でもアナウンスし、学生に周知している。 

 

〇教員による成績評価の分布状況の把握と改善 

教員が実施する成績評価については、S のカテゴリーについて、とくに優秀な成績

を収めた学生に対する評価であると規定し、10 パーセント程度になるように授業設

計・評価を実施するように依頼している。また、同名科目で複数担当者がいる科目な

どでは、評価方法についての担当者間でのすりあわせを実施している。 

実際に実施された成績評価の結果については、授業毎に算出された SABCDの各成績

の分布状況の一覧表を IR室が作成し、教務委員会、教授会において点検・改善を行っ

ている。また、一覧表は冊子形態で図書館に設置し、誰でも確認できるようにしてい

る。これらにより、科目間での不公平などが生じにくいようにしている。 

 

〇プログラムレベルでの分布状況の把握と改善 

年度毎の目標値と達成状況は以下のとおりとなっている。 

 
平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 

目標 実績 目標 実績 目標 実績 目標 実績 

GPA平均 2.25 2.12 2.35 1.94 2.45 2.03 2.46 2.20 

ICE モデルを実装したルーブリックを導入したことにより、成績評価の厳格化が行

われ、それに伴い目標値に対し、平成 30 年度に実績値が一時期大幅に下がっている

が、学生と学修目標と評価基準をルーブリックを介して共有することが進み、GPA 実

績値は再び向上しつつある。 

なお、こうした数値を含め、学位プログラムレベルで各学年での GPAの平均やその推

移がカリキュラム上妥当なものとなっているかについては、高等教育研究開発センタ

ーと教務部が協力して算出し、教務委員会で検討を行い、教授会でも結果を共有して

いる。なお現在は平成 28年度～令和元年度採択の AP事業の枠組みを継続するなかで

も分析と改善の取組みを行っており、上記目標値は同事業における数値から連続して

定められている。また、これらの GPA値については、中期計画の中でも目標値を定め、

達成状況のモニタリングと改善を進めるための内部質保証のプロセスの構築を進め

ている。 

客観的な指標の 

算出方法の公表方法 

学生に配布している学生便覧に掲載した上で、インターネット

上で公開しているシラバスの手引き 

http://www.shk-ac.jp/PDFs/soc_manual.pdf 

http://www.shk-ac.jp/PDFs/eco_manual.pdf 

でも周知 

４．卒業の認定に関する方針を定め、公表するとともに、適切に実施して

いること。 

/PDFs/soc_manual.pdf
/PDFs/eco_manual.pdf


  

（卒業の認定方針の策定・公表・適切な実施に係る取組の概要） 

全学及び設置する２学部において、それぞれ３つの方針とアセスメントポリシーを設

定している。 

全学の卒業認定の方針 

1. 建学の精神である儒学を理解し、義を行わんとする強い意欲と寛容の精神をも

ち行動ができること。 

2. 教養として文化・社会・自然等に関する知識や社会人として必要な言語運用能

力・ICTリテラシーなど汎用的な技術と能力を身につけ、活用できること。 

3. 他者と共に働き、社会を創る主体的な成員としての態度・倫理観・社会的コミ

ュニケーション能力を身につけ、状況に応じて活用できること。 

4. 自身の文化を知り、多文化社会への理解と国際交流・異文化交流に努める能力

と意志をもち行動できること。 

5. 課題を発見し解決する力を身につけ、地域社会やその他の属するコミュニティ

の発展に貢献する能力と意志をもち行動できること。 

6. これらの知識・技能・態度等を、状況に応じて総合的に動員できる応用力・創

造力を発揮できること。 

7. 生涯を通して状況に応じて自ら学び、知識を深め、活用できるようになること。 

 

経済経営学部の卒業認定の方針 

1. 社会や企業で活躍するために必要な日本語力、基礎的な外国語力、数的理解力、

ICT リテラシーや目標に応じた情報処理技術を身につけ、それらを他の人たち

と協働して活用するためのコミュニケーションスキルを備えていること。 

2. 経済に関する基礎知識および抽象的思考能力・論理的思考能力・全体を総合的

に把握する能力を身につけることで、人生における課題設定・解決能力を高め、

グローバルな市民としての社会的責任を果たす役割を自覚できること。 

3. 経営に関する基本的な考え方や理論を理解し、それを活用することで社会や生

活の持続的発展に向けて、さまざまな社会的課題を考察できること。 

4. 職場や生活のさまざまな場面において、自発性と自己規律のもとで、国際的視

野にたって他者と協働して目標に向かって行動する能力を身につけているこ

と。 

5. 社会人としての義務と責任を果たす意志と能力を備え、生涯を通して、多様な

価値観と向き合い、地域経済ならびに国際経済の発展に寄与できること。 

※ なお卒業制作発表評価ルーブリックを作成して、評価の観点と卒業時に期待さ

れる水準を示している。 

 

健康福祉学部の卒業認定の方針 

1. 現代社会における複雑な社会問題に関心をよせ、生涯を通して、課題を発見し

それを克服するための知的研鑽を続けられること。 

2. 社会福祉領域のみならず広く社会で活躍するために必要な語学能力および ICT

リテラシーを身につけていること。 

3. 多文化共生の視点から異なる文化的な背景をもつ人や社会に関心をもち、マイ

ノリティならびに異文化を理解し、多様な価値観を認める社会の形成に積極的

に関わろうとする態度が備わっていること。 

4. 高度な対話力を身につけると同時に、国際的視野にたって他者と協働できる能

力が備わっていること。 

5. 福祉専門職（社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士）に必要とされる知識、

技能、態度、倫理、価値、技術を身につけ、地域の生活課題に主体的に取り組

む姿勢をもつこと。 

 



  

※ なお卒業研究に相当するキャリアレポートについて、評価ルーブリックを作成

し、評価の観点と卒業時に期待される水準を示している。 

 

 以上の方針については、平成 28年度から準備を進め、平成 30年度にカリキュラム・

ポリシーと合わせ大幅な見直しを行ったものである。今回の見直しにおいては 

· 卒業生が卒業時・就職後により多く身に付けたいと感じた能力の調査 

· 地域の多様なステークホルダーが卒業生に期待する能力（外部評価委員会におい

て、実際の文面を用いて調節） 

· 外部アセスメントテスト等の結果から推測される本学卒業生の強み・弱み 

といったデータを基に、当時のディプロマ・ポリシーにおいて、明示されているが育

成できていない点、必要とされているが明示されていない点を明確にし、全学的な議

論を経て見直しを実施した。また、それらをどの科目群で実現するのか、カリキュラ

ム・ポリシーについても合わせて修正した。 

 

 加えて、これらの実施における内部質保証の体制については、本学においては広義

のアセスメントポリシーに含まれるべきであると考え、アセスメントポリシーにおい

て定め、PDCAサイクルを回している。 

 なお、これらのポリシーについては、すべてインターネットで公開している。 

 

卒業の認定に関する 

方針の公表方法 

以下のページで公開している。 

全学 http://www.shk-ac.jp/info_education_policy.html 

経済経営学部 
http://www.shk-ac.jp/department_economic_policies.html 

健康福祉学部  
http://www.shk-ac.jp/department_welfare_policies.html 

 

  

/info_education_policy.html
/department_economic_policies.html
/department_welfare_policies.html


  

様式第２号の４－①【⑷財務・経営情報の公表(大学・短期大学・高等専門学校)】 
 
※大学・短期大学・高等専門学校は、この様式を用いること。専門学校は、様式第２号の４

－②を用いること。 
学校名 東日本国際大学 

設置者名 学校法人昌平黌 

 

 

１．財務諸表等 
財務諸表等 公表方法 

貸借対照表 http://shk-

ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/taisyaku.pdf 

収支計算書又は損益計算書 http://shk-

ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/shikin.pdf 

財産目録 http://shk-

ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/zaisan.pdf 

事業報告書 http://shk-

ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/houkokusyo.pdf 

監事による監査報告（書） http://shk-

ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/kansa.pdf 

 

 

２．事業計画（任意記載事項） 

単年度計画（名称：              対象年度：     ） 

公表方法： 

中長期計画（名称：経営改善計画    対象年度：平成 29年度～令和 3年度     ） 

公表方法：法人サイトにて公開 

 http://www.shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/mtplan.pdf 

 

 

３．教育活動に係る情報 

（１）自己点検・評価の結果 
公表方法：法人サイト 

http://www.shk-ac.jp/shk/information_disclosure.html 

 

 

（２）認証評価の結果（任意記載事項） 
公表方法： 

日本高等教育評価機構サイト 

http://www.jihee.or.jp/kikanbetsu/2017/67higashi_nippon_international_univer

sity.pdf 

本学サイト 

http://www.shk-ac.jp/shk/img/certification_evaluation/pdf/h29_hyouka.pdf 

 

  

http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/taisyaku.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/taisyaku.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/shikin.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/shikin.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/zaisan.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/zaisan.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/houkokusyo.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2020/houkokusyo.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/kansa.pdf
http://shk-ac.jp/shk/img/information_disclosure/pdf/2019/kansa.pdf
/shk/img/information_disclosure/pdf/mtplan.pdf
/shk/information_disclosure.html
http://www.jihee.or.jp/kikanbetsu/2017/67higashi_nippon_international_university.pdf
http://www.jihee.or.jp/kikanbetsu/2017/67higashi_nippon_international_university.pdf
/shk/img/certification_evaluation/pdf/h29_hyouka.pdf


  

（３）学校教育法施行規則第 172条の２第 1項に掲げる情報の概要 

 

①教育研究上の目的、卒業の認定に関する方針、教育課程の編成及び実施に関す

る方針、入学者の受入れに関する方針の概要 
学部等名  

教育研究上の目的（公表方法：本学サイトにて公開 

全学 http://www.shk-ac.jp/info_education_policy.html 

経済経営学部 http://www.shk-ac.jp/department_economic_policies.html 

健康福祉学部 http://www.shk-ac.jp/department_welfare_policies.html ）                       

（概要） 

以下を学則第 2 条に定めている。 

全学の目的 
世界の平和と人類の福祉を基調とする経済学並びに社会福祉学を研究・教育し、知的、

道徳的及び応用的能力を開発し、国際社会・情報化社会・福祉社会に貢献しうる人材の

育成 

 
経済経営学部 
将来社会を歩んでいくための経済や経営、情報の知識を持ち、考える力で、実社会の課

題解決に対しての知恵をだせる人財を育成する 

 
健康福祉学部 

「一人ひとりの幸せ」を追求し、支援・援助を必要とする人が求める質の高いサービス

を提供する福祉の専門家を育成する 
 

卒業の認定に関する方針（公表方法：本学サイトにて公開 

全学 http://www.shk-ac.jp/info_education_policy.html 

経済経営学部 http://www.shk-ac.jp/department_economic_policies.html 

健康福祉学部 http://www.shk-ac.jp/department_welfare_policies.html ） 

（概要）全学及び設置する２学部において、それぞれ３つの方針とアセスメントポリシー

を設定している。 

全学の卒業認定の方針 

1. 建学の精神である儒学を理解し、義を行わんとする強い意欲と寛容の精神をもち行

動ができること。 

2. 教養として文化・社会・自然等に関する知識や社会人として必要な言語運用能力・

ICTリテラシーなど汎用的な技術と能力を身につけ、活用できること。 

3. 他者と共に働き、社会を創る主体的な成員としての態度・倫理観・社会的コミュニ

ケーション能力を身につけ、状況に応じて活用できること。 

4. 自身の文化を知り、多文化社会への理解と国際交流・異文化交流に努める能力と意

志をもち行動できること。 

5. 課題を発見し解決する力を身につけ、地域社会やその他の属するコミュニティの発

展に貢献する能力と意志をもち行動できること。 

6. これらの知識・技能・態度等を、状況に応じて総合的に動員できる応用力・創造力

を発揮できること。 

7. 生涯を通して状況に応じて自ら学び、知識を深め、活用できるようになること。 

 

経済経営学部の卒業認定の方針 

1. 社会や企業で活躍するために必要な日本語力、基礎的な外国語力、数的理解力、ICT

リテラシーや目標に応じた情報処理技術を身につけ、それらを他の人たちと協働し

て活用するためのコミュニケーションスキルを備えていること。 

2. 経済に関する基礎知識および抽象的思考能力・論理的思考能力・全体を総合的に把

/info_education_policy.html
/department_economic_policies.html
/department_welfare_policies.html
/info_education_policy.html
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/department_welfare_policies.html


  

握する能力を身につけることで、人生における課題設定・解決能力を高め、グロー

バルな市民としての社会的責任を果たす役割を自覚できること。 

3. 経営に関する基本的な考え方や理論を理解し、それを活用することで社会や生活の

持続的発展に向けて、さまざまな社会的課題を考察できること。 

4. 職場や生活のさまざまな場面において、自発性と自己規律のもとで、国際的視野に

たって他者と協働して目標に向かって行動する能力を身につけていること。 

5. 社会人としての義務と責任を果たす意志と能力を備え、生涯を通して、多様な価値

観と向き合い、地域経済ならびに国際経済の発展に寄与できること。 

※ なお卒業制作発表評価ルーブリックを作成して、評価の観点と卒業時に期待される

水準を示している。 

 

健康福祉学部の卒業認定の方針 

1. 現代社会における複雑な社会問題に関心をよせ、生涯を通して、課題を発見しそれ

を克服するための知的研鑽を続けられること。 

2. 社会福祉領域のみならず広く社会で活躍するために必要な語学能力および ICT リ

テラシーを身につけていること。 

3. 多文化共生の視点から異なる文化的な背景をもつ人や社会に関心をもち、マイノリ

ティならびに異文化を理解し、多様な価値観を認める社会の形成に積極的に関わろ

うとする態度が備わっていること。 

4. 高度な対話力を身につけると同時に、国際的視野にたって他者と協働できる能力が

備わっていること。 

5. 福祉専門職（社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士）に必要とされる知識、技

能、態度、倫理、価値、技術を身につけ、地域の生活課題に主体的に取り組む姿勢

をもつこと。 

なお卒業研究に相当するキャリアレポートについて、評価ルーブリックを作成し、評価の

観点と卒業時に期待される水準を示している。 

 

以上の方針については、平成 28 年度から準備を進め、平成 30 年度にカリキュラム・ポリ

シーと合わせ大幅な見直しを行ったものである。今回の見直しにおいては 

· 卒業生が卒業時・就職後により多く身に付けたいと感じた能力の調査 

· 地域の多様なステークホルダーが卒業生に期待する能力（外部評価委員会において、

実際の文面を用いて調節） 

· 外部アセスメントテスト等の結果から推測される本学卒業生の強み・弱み 

といったデータを基に、当時のディプロマ・ポリシーにおいて、明示されているが育成で

きていない点、必要とされているが明示されていない点を明確にし、全学的な議論を経て

見直しを実施した。また、それらをどの科目群で実現するのか、カリキュラム・ポリシー

についても合わせて修正した。 

 加えて、これらの実施における内部質保証の体制については、本学においては広義のア

セスメントポリシーに含まれるべきであると考え、アセスメントポリシーにおいて定め、

PDCAサイクルを回している。 

 なお、これらのポリシーについては、すべてインターネットで公開している。 

教育課程の編成及び実施に関する方針（公表方法：本学サイトにて公開 

全学          

http://www.shk-ac.jp/info_education_policy.html 

経済経営学部 http://www.shk-ac.jp/department_economic_policies.html 

健康福祉学部 http://www.shk-ac.jp/department_welfare_policies.html） 

/info_education_policy.html
/department_economic_policies.html
/department_welfare_policies.html


  

（概要） 

全学の教育課程の編成及び実施に関する方針 

1. 少人数のゼミ（演習）を全学年で必修とし、初年次教育、基礎的専門教育、専門教

育、卒業研究指導、就職活動支援を一貫してきめ細かな指導と対応を通じて行い、

学習ポートフォリオを通じて振り返りの能力を深めることで、明確な目標を形成

し、専門的知識と汎用的な技術と能力を活用し、他者と協働できる力を伸ばします。 

2. 東日本国際大学の建学の精神である儒学に関する知識・理解を深めるための科目を

設定し、義を行う意欲と寛容の精神を育てます。 

3. 日本語や外国語の運用能力、ICT リテラシーなど社会人としての基礎力である汎用

的コミュニケーションスキルを習得する科目、文化、社会、自然科学、スポーツ等

を通じて、さまざまなコンピテンシーを含む基礎的な教養を身につける一般教養科

目を設けます。 

4. 国際交流関連科目等においてさまざま文化への理解と自己の文化を振り返る力を

育成し、地域連携系科目を通じて、課題発見力や地域への貢献の意欲を引き出しま

す。 

5. キャリア形成・資格取得に関する科目を設け、学生が当初より自らのキャリア・デ

ザインを描くことができるようにします。 

6. カリキュラムツリー等を利用し、科目の間の体系性や構造を明示します。 

7. アセスメント・ポリシーを制定して、評価・改善の方法を明確化し、教育改善を行

います。 

 

経済経営学部の教育課程の編成及び実施に関する方針 

1. 教養、共通専門基礎、専門の科目を楔形に配置し、内容が有機的に結びつけられる

ようにします。 

2. 教養科目として、説得的論述を展開できる日本語運用能力と基礎的な外国語運用能

力習得を目的とした科目、専門の土台となる数的理解力等の幅広い教養を育成する

科目、地域に開かれた、専門知識の必要性を意識することができるような実践的科

目を設定し、PBL 等を実施することで課題発見・解決能力を高め、地域社会および

国際社会で活躍できる人材の育成を目指します。 

3. 共通専門基礎科目として、経済および経営、また ICTリテラシーに関する必修科目

を中心に、どのコースや卒業後の進路でも、共通として必要となる経済・経営・情

報の基礎的な知識・理論を習得し、広い視点から考える力を伸ばせるようにします。 

4. 専門科目として、各コースに対応した専門知識・理論・技能・倫理を身につけ、活

用していくことを学ぶ科目を設置します。 

5. インターンシップに至るキャリア系科目において、実践の現場と経済・経営の理論

を繋ぎ、自らの目標を明確にします。 

6. 各学年の少人数ゼミでは、4 年間を通して、調査・分析を通して主体的に学ぶ態度、

他者の意見を理解しながら自分の意見を的確に表現するコミュニケーション力、課

題を発見し専門的知識をベースにして解決策を提示する力を育成します。 

7. 資格・教職課程等に関する科目として、資格修得に必要な専門知識等を特化したか

たちで学べるようにします。 

8. 卒業研究を通じて、それまで学んできたことを有機的に結びつけ、課題を発見・解

決するために知識を深め、活用し、その成果を他の人たちとコミュニケートするこ

とを生涯続けていける能力を育てます。 

9. アセスメント・ポリシーを制定して、評価・改善の方法を明確化し、教育改善を行

います。 

 

健康福祉学部の教育課程の編成及び実施に関する方針 

1. 教養科目は、基礎的なコミュニケーションスキルや学習スキルを身につける科目の

ほか、キャリア形成のための科目や視野を広げるための科目を設置します。 

2. 共通専門基礎科目では、生命の誕生と終わりについて考え、また社会福祉の基礎に



  

ついて学び、どの分野でも必要となる ICT リテラシーを身につけると同時に、それ

ぞれの希望にあわせて、①福祉の思想・制度・倫理などに関する基礎、②身体と運

動の機能やコミュニケーション力の育成、③心の健康とその理解、④介護の基本と

その実践方法、の中から選択して学べるように科目を配置します。 

3. 専門科目では、①相談援助の際に必要となる知識・技術・価値・倫理、②スポーツ

のコーチング方法、③心の健康増進と精神障害者への支援方法、④介護の現場で必

要な知識・技術・価値・倫理、などの中から選択して学べるようにします。 

4. 専門科目の実習教育では、地域の福祉施設・機関と連携して、相談援助・介護の現

場において、それまで学んだことを実践と結びつけ、知識を体系化することを目指

します。 

5. 各学年の少人数ゼミでは、4 年間を通して、主体的に学ぶ態度、積極的に発言する

力、自分とは異なる他者を理解する力、課題を発見し専門的に解決する力を育成し

ます。 

6. キャリアレポートや卒業研究を通じて、それまで学んできたことを有機的に結びつ

け、課題を発見し、それを克服するための知的研鑽を生涯続けられる力を育てます。 

7. 資格関連科目として、国家資格である社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士を

目指す学生を対象とした科目を開講します。 

8. アセスメント・ポリシーを制定して、評価・改善の方法を明確化し、教育改善を行

います。 
 

入学者の受入れに関する方針（公表方法：本学サイトにて公開 

全学 http://www.shk-ac.jp/info_education_policy.html 

経済経営学部 http://www.shk-ac.jp/department_economic_policies.html 

健康福祉学部 http://www.shk-ac.jp/department_welfare_policies.html）  

（概要） 
全学の入学者の受入れに関する方針 

東日本国際大学では、カリキュラムポリシー＜教育課程編成・実施の方針＞に定め

る教育を通じて、ディプロマポリシー＜卒業認定・学位授与の方針＞に示す卒業生

を送り出すために、求める学生像及び受け入れの基本方針として次の項目を掲げて

います。 

A. 求める意欲・関心 

 本人の意欲・関心として以下を求め、面接や調査書、志願者本人が記載する資料

等により確認します。 

1. 建学の精神を理解し、倫理観の高揚を図る意欲のある人 

2. 社会人としての基礎能力を身につけ、その上に専門知識の習得を目指す人 

3. 勉学およびスポーツ・文化・社会活動等を通して豊かな人間性を発展させたい人 

4. 修得した知識や能力を活かし地域社会・国際社会に貢献する強い意欲を持っている

人 

B. 求める学力の 3 要素 

高校までに習得した学力の３要素として以下を求め、筆記試験や調査書、志願者本

人が記載する資料、面接等により確認します。 

1. ＜知識・技能＞ 各専門分野を学ぶために最低限必要となる教科の内容を学習して

いること 

2. ＜思考力・判断力・表現力＞ 学習した内容を活用して、さまざまな課題を解決し

ていくために思考・判断しようと努力し、それを他者に伝える表現を試みられるこ

と 

3. ＜主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度＞ 自ら積極的に、さまざまな

人々とコミュニケーションを取り、協働して活動しようとできること 

C. 入学者選抜方針 

 上記のＡとＢを兼ね備えた入学者を選抜するために、多様な入学選考を実施します。

各入試において上記をどのように確認するかの詳細については、学生募集要項におい

て示します。 

/info_education_policy.html
/department_economic_policies.html
/department_welfare_policies.html


  

 
経済経営学部の入学者の受入れに関する方針 

A. 求める意欲・関心 

 本人の意欲・関心として以下を求め、面接や調査書、志願者本人が記載する資料等に

より確認します。 

1. 経済・経営の幅広い分野に興味を持っている人 

2. 将来の社会人・経済人として必要不可欠な ICTや経営の知識とスキルを身につけた

い人 

3. 国際経済や地域経済に関心を持ち、その発展に貢献したいという強い意欲を持って

いる人 

4. 社会に必要な基礎能力と自らの得意とする分野の専門知識の両方を高めたい人 

B. 求める学力の 3 要素 

 高校までに習得した学力の３要素として以下を求め、筆記試験や調査書、志願者本人

が記載する資料、面接等により確認します。 

1. ＜知識・技能＞ 経済経営学部の各コースで学ぶために最低限必要となる教科の内

容を学習していること 

2. ＜思考力・判断力・表現力＞ 学習した内容を活用して、さまざまな課題を解決し

ていくために思考・判断しようと努力し、それを他者に伝える表現を試みられるこ

と 

3. ＜主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度＞ 自ら積極的に、さまざまな

人々とコミュニケーションを取り、協働して活動しようとできること 

C. 入学者選抜方針 

 上記のＡとＢを兼ね備えた入学者を選抜するために、多様な入学選考を実施します。

各入試において上記をどのように確認するかの詳細については、学生募集要項において

示します。 

 
健康福祉学部の入学者の受入れに関する方針 

A. 求める意欲・関心 

 本人の意欲・関心として以下を求め、面接や調査書、志願者本人が記載する資料等に

より確認します。 

1. 福祉・健康・スポーツの幅広い分野に興味を持っている人 

2. 社会福祉士・精神保健福祉士・介護福祉士の国家資格取得を目指す人  

3. 地域福祉の向上に貢献したいという強い意欲を持っている人  

4. 福祉国家・福祉社会の発展のために、福祉の知識を広く社会で活かしたい人  

B. 求める学力の 3 要素 

 高校までに習得した学力の３要素として以下を求め、筆記試験や調査書、志願者本人

が記載する資料、面接等により確認します。 

4. ＜知識・技能＞ 健康福祉学部の各コースで学ぶために最低限必要となる教科の内

容を学習していること 

5. ＜思考力・判断力・表現力＞ 学習した内容を活用して、さまざまな課題を解決し

ていくために思考・判断しようと努力し、それを他者に伝える表現を試みられるこ

と 

6. ＜主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度＞ 自ら積極的に、さまざまな

人々とコミュニケーションを取り、協働して活動しようとできること 

C. 入学者選抜方針 

 上記のＡとＢを兼ね備えた入学者を選抜するために、多様な入学選考を実施します。

各入試において上記をどのように確認するかの詳細については、学生募集要項において

示します。 

 

 

 

 



  

②教育研究上の基本組織に関すること 
公表方法：本学サイト 

http://www.shk-ac.jp/img/hiu_info/ui/pdf/2020/ui_2020.pdf 

 

 

③教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

a.教員数（本務者） 

学部等の組織の名称 
学長・ 

副学長 
教授 准教授 講師 助教 

助手 

その他 
計 

－ １人 － １人 

経済経営 － １７人 １０人 人 人 １人 ２８人 

健康福祉 － １０人 ４人 １人 人 人 １５人 

b.教員数（兼務者） 

学長・副学長 学長・副学長以外の教員 計 

 

０人 ３２人 ３２人 

各教員の有する学位及び業績 

（教員データベース等） 

公表方法：学位等の基本情報 

http://www.shk-ac.jp/img/hiu_info/ui/pdf/2020/ui_2020.pdf 

その他最新の業績等（各教員から Researchmap 等へリンク） 

http://www.shk-ac.jp/department_economic_teaching_staff.html 

http://www.shk-ac.jp/department_welfare_teaching_staf.html 

c.ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）の状況（任意記載事項） 

定期的に実施しているものとして、全授業を対象とした授業改善アンケート（と結果の振り返り）、専任

教員全員による授業相互訪問（訪問した結果のコメントシートの提出と、それへの応答含む）がある。  

また本学の教育改革の進行状況と、教員からの要請により、学修目標の設定方法、アクティブ・ラーニン

グ型授業の実施方法、それらの評価方法、多様な問題をかかえた学生へのサポートなどについての FD研

修会を実施している。2020年度、2021年度はオンライン授業やハイブリッド授業に対応するための手法

を多く共有した。 

 

 

④入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数並びに

進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 
a.入学者の数、収容定員、在学する学生の数等 

学部等名 
入学定員 

（a） 

入学者数 

（b） 

b/a 収容定員 

（c） 

在学生数 

（d） 

d/c 編入学 

定員 

編入学 

者数 

経済経営 １４５人 １８２人 125.5％ ５５５人 ６２５人 112.6％ ０人 ０人 

健康福祉 ６０人 ５９人 98.3％ ２６０人 ２４８人 95.4％ ０人 ０人 

合計 ２０５人 ２４１人 117.6％ ８１５人 ８７３人 107.1％ ０人 ０人 

（備考） 

 

b.卒業者数、進学者数、就職者数 

学部等名 

 

卒業者数 進学者数 
就職者数 

（自営業を含む。） 
その他 

経済経営 
８５人 

（100％） 

０人 

（ 0％） 

７５人 

（ 88.2％） 

１０人 

（ 11.8％） 

健康福祉 ６０人 ０人 ５５人 ５人 

/img/hiu_info/ui/pdf/2020/ui_2020.pdf
/img/hiu_info/ui/pdf/2020/ui_2020.pdf
/department_economic_teaching_staff.html
/department_welfare_teaching_staf.html


  

（100％） （ 0％） （ 91.7％） （ 8.3％） 

合計 
１４５人 

（100％） 

０人 

（ 0％） 

１３０人 

（ 89.7％） 

１５人 

（ 10.3％） 

（主な進学先・就職先）（任意記載事項） 

【経済経営学部】桜川市役所、法務省矯正局、青森県警、茨城県警、(公財)いわき市国際交流協会、福島

県商工信用組合、㈱北都銀行、いわき信用組合、あぶくま信用金庫、郡山信用金庫、マルト、カワチ薬

品、㈱江東微生物研究所、㈱アドプラン、ふくしま未来農業協同組合、TDK、㈻昌平黌、常磐エンジニア

リング 

【健康福祉学部】福島県庁、水戸市役所、福島県警、マルト、㈱孔輪閣、いすゞ自動車㈱、ミズノスポー

ツサービス㈱、ベスト学院㈱、ゼビオ㈱、福島さくら農業協同組合、㈱鷺宮製作所、松村総合病院、新田

目病院、（特非）地域福祉ネットワークいわき、（福）五彩会 

（備考） 

 

 

c.修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年者数、中途退学者数（任意記載事項） 

学部等名 

 

入学者数 
修業年限期間内 

卒業者数 
留年者数 中途退学者数 その他 

経済経営 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

健康福祉 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

合計 
人 

（100％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

人 

（  ％） 

（備考） 

 

 

⑤授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 
（概要） 

本学では、シラバス作成に関連する FD 研修会を開催した上で、翌年度のシラバスについては、

12 月に作成依頼をし、その際に、オンラインシラバスの操作方法の手引きや連絡文書以外に、

2020年度は以下の文書を教員に配布し、内容・フォーマットについての統一をはかった。 

1. 1 ページで改良のための手順（DPとの関係や授業評価アンケートの活かし方等）を記した

依頼文書 

2. 3 ページのフォーマット（各項目に記入すべき内容とその考え方） 

3. 4 ページの ICE モデルによるルーブリック導入のための説明書 

4. 3 ページのチェックリスト（到達目標の記述の仕方や、評価との対応等） 

 1月の締め切り後、提出されたシラバスについて教務委員会でチェックし、問題点がある点

についてはコメントを付け返却、再提出を求め、2月に修正を行うことで、シラバスの質を確

保している。 

 上記のシラバスについては、すべてオンラインで公表しており、科目名、担当教員名、キー

ワードで検索し、学生及び教員に加え外部のステークホルダーも参照できる。 

 

 

 

 

 

 



  

⑥学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 
（概要） 

 本学では、学修成果を厳格かつ厳正に評価して単位授与を行うために、平成 30年度に、

それまで各委員会等に分散したかたちで行われてきた評価（アセスメント）やアンケート

について整理、多様な観点から学位授与の方針に合致した評価を実施するために必要な指

針、またそれらの評価サイクルが適切に稼働しているかどうかを検証する体制の構築のた

めの指針を定めたアセスメントポリシーを策定した。 

 

各授業における具体的な評価 シラバス作成時の一連の依頼文書で示し、FD 等も実施

している。具体的には、学期末試験の成績評価に対するパーセント上限を定めたうえで、

どのように評価を組み合わせ、それぞれの評価において、学修目標のどの点を評価するか

をシラバスに明示するように依頼、確認している。また ICEモデルによるルーブリックの

導入を進めている。さらに、卒業論文、ないし学部によりそれに相当する活動については、

評価の観点をルーブリックとして定め、学生と共有している。 

 

 異議申し立て制度 受講した学生による異議申し立て制度を設け、異議に対しても対応

できる成績評価を実施し、そのエビデンスを保管することを教員に求めている。 

 学習ポートフォリオ 毎学期学生は自らの学修目標を教員と共に明確にし、期末に振り

返りを実施することで、学修計画とその実施状況を可視化・共有し、メタ認知能力と共に

学修意欲を育てている。 

学部名 学科名 
卒業に必要となる 

単位数 

ＧＰＡ制度の採用 

（任意記載事項） 

履修単位の登録上限 

（任意記載事項） 

経済経営 経済経営 １２４単位 有 ４６単位 

健康福祉 社会福祉 １２４単位 有 ４９単位 

ＧＰＡの活用状況（任意記載事項） 

公表方法：CAP制の緩和や退学勧告に使用（オンライン上でも公

開している履修規程に明示） 

http://www.shk-ac.jp/PDFs/eco_rules.pdf 

http://www.shk-ac.jp/PDFs/soc_rules.pdf 

学生の学修状況に係る参考情報 

（任意記載事項） 

公表方法：学修状況に関する IRデータについて以下のアドレス

で公表している。 

http://www.shk-ac.jp/edulop/index.php/ir-data 

 

 

⑦校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 
公表方法：本学サイト 

http://www.shk-ac.jp/info_access_campus_map.html 

http://shk-ac.jp/img/hiu_info/ui/pdf/2020/ui_2020.pdf 

 

 

⑧授業料、入学金その他の大学等が徴収する費用に関すること 

学部名 学科名 
授業料 

（年間） 
入学金 その他 備考（任意記載事項） 

経済経営 経済経営 720,000円 100,000円 390,000円 
施設設備費、教育充実費、

実習費 

健康福祉 社会福祉 720,000円 100,000円 390,000円 
施設設備費、教育充実費、

実習費 

 

 

/PDFs/eco_rules.pdf
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⑨大学等が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 
a.学生の修学に係る支援に関する取組 

（概要） 

専門の部署として教務部・学生部が設置されているが、本学ではすべての学部で各学年に

おいてゼミが必修となっており、学生は何らかのゼミに所属しているため、履修からはじま

る学修のプロセスの指導や生活の相談は、各ゼミが中心となり、教務部・学生部が連携する

かたちで行われている。 

教務部では、主に学生の履修等に関係する入学・休学・退学・卒業に関する事務・支援や

授業及び卒業に関する事務・支援を取り扱う。 

学生部では、学生生活を円滑に送れるようにする支援を行う。主に奨学金に関する事務・

支援や学生証、学生定期、学割等の発行に関する事務・支援を取り扱う。 

詳細：http://www.shk-ac.jp/college_life_support_procedure.html 

b.進路選択に係る支援に関する取組 

（概要） 

キャリアセンターが中心となって行っている。 

キャリアセンターでは、学生ひとり一人の将来の進路や人生における働き方や生き方を考

え、目先の就職という"点"で考えるのではなく、人生の終焉までの"線"を通して考えてもら

う支援をしている。 具体的な実施内容として、下記の活動を行っている。  

1. ゼミを中心とし、学生、保護者、大学が三位一体となった新しいキャリア教育体制を築

く。 

2. ゼミ担当者がキャリアセンターと連携し、各年次に応じたキャリア教育のアドバイザー

となり、キャリアに関する各学年のゼミ会議を開催すると同時に、保護者会等を通じて

保護者への情報提供と連携を行なう。 

3. キャリア講座および資格講座の充実を図る。 

4. キャリアセンターにおいて求人開拓、キャリア教育、インターンシップ、就職相談、教

員に対するキャリア教育等、キャリア関連の各種業務を企画・統括する。 

5. キャリアセンターにおける情報システムの整備、ならびにキャリア・アドバイザーの活

用を行なう。 

詳細：http://www.shk-ac.jp/career_support_support.html 

c.学生の心身の健康等に係る支援に関する取組 

（概要） 

保健管理センターを設置して、学生・教職員の健康をサポートしている。定期及び臨時の

身体測定、健康診断の他、大学内でのケガや急な体調不良などに迅速に対応している。 

また、身体的な健康だけではなく、心の悩み、身体、対人関係、家庭、異性関係、性格、

性の問題等、学生生活をよりよく過ごすための、さまざまな健康相談にも専門の担当者が相

談に応じている。 

詳細：http://www.shk-ac.jp/college_life_support_health.html 

 

 

⑩教育研究活動等の状況についての情報の公表の方法 
公表方法：本学サイトにて公開 

 http://www.shk-ac.jp/info_profile_ui.html#section01 
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（別紙）

※ この別紙は、更新確認申請書を提出する場合に提出すること。

※

１．前年度の授業料等減免対象者及び給付奨学生の数

※

※ 備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

学校コード F107310101331

（備考）

内
訳

31人

23人

家計急変による
支援対象者（年間）

0人

120人

第Ⅱ区分

第Ⅲ区分

合計（年間）

（２）適格認定における学業成績の判定の結果、学業成績が廃止の区分に該当したこ
とにより認定の取消しを受けた者の数

年間 0人

以下に掲げる人数を記載すべき全ての欄について、該当する人数が1人以上10人以下の場合に
は、当該欄に「－」を記載すること。該当する人数が0人の場合には、「0人」と記載するこ
と。

本表において、第Ⅰ区分、第Ⅱ区分、第Ⅲ区分とは、それぞれ大学等における修学の支
援に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項第１号、第２号、第３号
に掲げる区分をいう。

２．前年度に授業料等減免対象者としての認定の取消しを受けた者及び給付奨学生認
定の取消しを受けた者の数

（１）偽りその他不正の手段により授業料等減免又は学資支給金の支給を受けたこと
により認定の取消しを受けた者の数

年間

120人

後半期

107人

66人

26人

15人

学校名

設置者名

東日本国際大学

学校法人昌平黌

前半期

支援対象者（家計急変
による者を除く）

117人

63人第Ⅰ区分



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

年間 前半期 後半期

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

右以外の大学等

後半期前半期年間

修業年限で卒業又は修
了できないことが確定

修得単位数が標準単位
数の５割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の５割以

下）

出席率が５割以下その
他学修意欲が著しく低

い状況

0人

0人

「警告」の区分に連続
して該当

（３）退学又は停学（期間の定めのないもの又は３月以上の期間のものに限る。）の
処分を受けたことにより認定の取消しを受けた者の数

計

0人

0人

0人

退学 2人

３月以上の停学 0人

年間計 2人

上記の（２）のうち、学業成績が著しく不良であると認められる者であって、当該学業成
績が著しく不良であることについて災害、傷病その他やむを得ない事由があると認められ
ず、遡って認定の効力を失った者の数

右以外の大学等
短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専攻科を含

む。）、高等専門学校（認定専攻科を含む。）及び専門学校（修
業年限が２年以下のものに限る。）

0人



※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

４．適格認定における学業成績の判定の結果、警告を受けた者の数

※備考欄は、特記事項がある場合に記載すること。

（備考）

（備考）

訓告 0人

年間計 0人

３．前年度に授業料等減免対象者としての認定の効力の停止を受けた者及び給付奨学
生認定の効力の停止を受けた者の数

停学（３月未満の期間のものに限る。）又は訓告の処分を受けたことにより認定の
効力の停止を受けた者の数

３月未満の停学 0人

修得単位数が標準単位
数の６割以下

（単位制によらない専門学校
にあっては、履修科目の単位
時間数が標準時間数の６割以

下）

2人

ＧＰＡ等が下位４分の
１

8人

右以外の大学等

短期大学（修業年限が２年のものに限り、認定専
攻科を含む。）、高等専門学校（認定専攻科を含
む。）及び専門学校（修業年限が２年以下のもの

に限る。）

年間 前半期 後半期

計 10人

出席率が８割以下その
他学修意欲が低い状況

0人


